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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第８期

中間連結会計期間
第９期

中間連結会計期間
第８期

会計期間
自　2024年11月１日
至　2025年４月30日

自　2025年11月１日
至　2026年４月30日

自　2024年11月１日
至　2025年10月31日

売上収益 (百万円) 9,230 10,780 19,378

税引前中間利益又は税引前利益 (百万円) 722 1,108 1,489

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 476 729 893

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 473 732 891

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 8,578 8,875 8,997

資産合計 (百万円) 25,261 29,061 27,077

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 33.68 51.20 62.91

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 33.56 51.20 62.63

親会社所有者帰属持分比率 (％) 34.0 30.5 33.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,040 1,634 2,879

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △169 △197 △1,244

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △425 △1,233 △1,614

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 2,683 2,467 2,263
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成された要約中間連結財務諸表及び連結財務諸

表に基づいております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営成績に関する説明

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や企業における賃上げの動きが継続する中

で、個人消費は底堅く推移し、経済活動は緩やかな回復基調で推移いたしました。インバウンド需要も引き続き堅

調に推移した一方で、物価上昇の継続により、消費者の節約志向や選別消費の傾向も見られております。

円安基調の継続に加え、エネルギー価格や原材料価格の高止まり、人件費の上昇等により、企業を取り巻くコス

ト環境は引き続き厳しい状況が続いております。さらに、米国を中心とした金融政策の動向や世界経済の減速懸

念、地政学的リスクの長期化、為替相場の変動等、国内景気に影響を及ぼす不確実性は依然として高く、先行きに

ついては引き続き注視が必要な状況となっております。

 
当中間連結会計期間の経営成績の状況は以下のとおりであります。

 
(売上収益、売上原価、売上総利益)

売上収益は、前期に美容室運営法人３社のM&Aを実行したことによる店舗数の増加により、前中間連結会計期間比

1,550百万円増加し、10,780百万円(前年同期比16.8％増)となりました。前中間連結会計期間比で直営美容室運営事

業が1,545百万円、フランチャイズ事業が146百万円の増収、インテリアデザイン事業が178百万円の減収となりまし

た。

売上原価は、美容室運営法人３社のM&Aを実行したことによる店舗数の増加が主因で、前中間連結会計期間比で

778百万円の増加となり、5,624百万円(同16.1％増)となりました。

この結果、売上総利益は前中間連結会計期間比771百万円増加し、5,155百万円(同17.6％増)となりました。

 
(販売費及び一般管理費、その他収益、その他費用、営業利益)

販売費及び一般管理費は、美容室運営法人３社のM&Aを実行したことによる固定費の増加や、事業拡大に伴う人員

の増加等により前中間連結会計期間比で382百万円増加し、4,000百万円(同10.6％増)となりました。

その他収益は、前中間連結会計期間比で39百万円増加し、105百万円(同59.8％増)となりました。

その他費用は、前中間連結会計期間比で１百万円増加し、19百万円(同6.9％増)となりました。

この結果、営業利益は前中間連結会計期間比で426百万円増加し、1,240百万円(同52.5％増)となりました。

 
(金融収益、金融費用、税引前中間利益)

金融収益は、前中間連結会計期間比で５百万円増加し、６百万円(同394.9％増)となりました。

金融費用は、前中間連結会計期間比で45百万円増加し、138百万円(同48.8％増)となりました。

この結果、税引前中間利益は前中間連結会計期間比で386百万円増加し、1,108百万円(同53.5％増)となりまし

た。

EDINET提出書類

株式会社ＡＢ＆Ｃｏｍｐａｎｙ(E37038)

半期報告書

 3/27



 

 
(法人所得税費用、中間利益)

法人所得税費用は、前中間連結会計期間比134百万円増加し、379百万円(同54.8％増)となりました。

中間利益は、前中間連結会計期間比で252百万円増加し、この結果、中間利益は729百万円(同52.9％増)となりま

した。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
(直営美容室運営事業)

直営美容室運営事業につきましては、前期に美容室運営法人３社のM&Aを実行したことにより、美容サービス収益

が増加しました。この結果、売上収益は9,060百万円(同20.6％増)、外部収益は9,060百万円(同20.6％増)、セグメ

ント利益は271百万円(前中間連結会計期間はセグメント損失20百万円)となりました。

 
(フランチャイズ事業)

フランチャイズ事業につきましては、フランチャイズ店舗の新規出店により、ロイヤリティー収益が増加いたし

ました。この結果、売上収益は1,581百万円(同10.2％増)、外部収益は1,004百万円(同13.3％増)、セグメント利益

は653百万円(同18.9％増)となりました。

 
(インテリアデザイン事業)

インテリアデザイン事業につきましては、主としてフランチャイズ向け及び他業種向けの売上が減少しました。

この結果、売上収益は856百万円(同17.3％減)、外部収益は655百万円(同20.9％減)、セグメント損失は35百万円(前

中間連結会計期間はセグメント利益20百万円)となりました。

 
(2) 財政状態に関する説明

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べ344百万円増加し、4,715百万円となりました。これは主として、現金及び

現金同等物の増加203百万円、営業債権及びその他の債権の増加79百万円、棚卸資産の増加41百万円、その他の流動

資産の増加20百万円等によるものであります。非流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,639百万円増加し、24,345

百万円となりました。これは主として、有形固定資産の増加70百万円、使用権資産の増加1,575百万円、無形資産の

減少22百万円、その他の金融資産(非流動)の増加5百万円等によるものであります。

この結果、資産は、前連結会計年度末に比べ1,983百万円増加し、29,061百万円となりました。

 
(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べ276百万円増加し、6,565百万円となりました。これは主として、営業債務

及びその他の債務の増加53百万円、契約負債の減少３百万円、借入金(流動)の増加314百万円、リース負債(流動)の

増加23百万円、未払法人所得税等の増加31百万円、消費税納付及び賞与の支払等に伴うその他の流動負債の減少143

百万円等によるものであります。非流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,828百万円増加し、13,620百万円となり

ました。これは主として、借入金(非流動)の増加285百万円、リース負債(非流動)の増加1,532百万円、引当金(非流

動)の増加10百万円等によるものであります。

この結果、負債は、前連結会計年度末に比べ2,105百万円増加し、20,185百万円となりました。

 
(資本)

資本は、前連結会計年度末に比べ121百万円減少し、8,875百万円となりました。これは主として、親会社の所有

者に帰属する中間利益による利益剰余金の増加729百万円と配当に伴う利益剰余金の減少854百万円との差額による

利益剰余金の減少125百万円等によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの概況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ203百

万円増加し、2,467百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により増加した資金は1,634百万円(前年同期は1,040百万円の増加)となりました。これは主に増加要因

として税引前中間利益1,108百万円(前年同期比386百万円の増加)、減価償却費及び償却費1,141百万円(前年同期比

７百万円の減少)、金融収益及び金融費用131百万円(前年同期比40百万円の増加)等に対し、固定資産除売却益35百

万円(前年同期比13百万円の増加)、営業債権及びその他の債権の増加74百万円(前年同期比14百万円の減少)、棚卸

資産の増加41百万円(前年同期比22百万円の増加)、営業債務及びその他の債務の増加53百万円(前年同期比172百万

円の増加)、契約負債の減少３百万円(前年同期比52百万円の増加)、利息の支払額122百万円(前年同期比47百万円の

増加)、法人所得税の支払額334百万円(前年同期比75百万円の増加)等の資金減少要因があったことによるものであ

ります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により減少した資金は197百万円(前年同期は169百万円の減少)となりました。これは主に増加要因とし

て、有形固定資産の売却による収入60百万円(前年同期比19百万円の増加)等に対し、有形固定資産の取得による支

出241百万円(前年同期比75百万円の増加)等の資金減少要因があったことによるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により減少した資金は1,233百万円(前年同期は425百万円の減少)となりました。これは主に増加要因と

して、短期借入金の純増減額なし(前年同期比200百万円の減少)、長期借入れによる収入1,687百万円(前年同期比

187百万円の増加)に対し、長期借入金の返済による支出1,087百万円(前年同期比206百万円の増加)、リース負債の

返済による支出967百万円(前年同期比103百万円の増加)、配当金の支払額854百万円(前年同期457百万円の増加)等

の資金減少要因があったことによるものであります。

 
(4) 優先的に対処すべき事実上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当社は、財務上の特約が付された金銭消費貸借契約を締結いたしました。その内容は下記のとおりであります。

契約相手先 契約締結日
中間会計期間末
借入残高

返済期限 担保の有無 財務制限条項

株式会社みずほ銀行 2025年12月22日 1,100百万円 2030年11月30日 無担保 あり(注)

 

(注)　当社が締結している一部の金銭消費貸借契約には、下記財務上の特約が付されております。

・各決算期末におけるレバレッジ・レシオを4.0以下かつ正の値に維持すること。

・各決算期末のデット・サービス・カバレッジ・レシオを1.05以上に維持すること。

・各決算期末の連結貸借対照表の純資産を直前期末における連結貸借対照表の純資産の80％以上に維持するこ

と。

・各決算期末の連結経常利益を損失としないこと。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 58,000,000

計 58,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年４月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年６月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,247,114 15,247,114
東京証券取引所
(グロース市場)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。な
お、単元株式数は100株
であります。

計 15,247,114 15,247,114 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2025年11月1日～
2026年４月30日

－ 15,247,114 － 211 － 2,714
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(5) 【大株主の状況】

2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社SunFlower 長野県諏訪市諏訪１－６－22 1,031 7.24

株式会社Logotype 長野県諏訪市諏訪１－６－22 1,031 7.24

丹内悠佑 宮城県名取市 1,023 7.18

市瀬一浩 長野県諏訪郡下諏訪町 496 3.48

株式会社MCC 宮城県名取市杜せきのした５－22－２ 492 3.45

株式会社I.M.C 長野県諏訪市諏訪１－６－22 442 3.10

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２－６－21 370 2.59

株式会社Kzグループ 東京都杉並区西荻南２－17－14 254 1.78

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１－６－１ 153 1.08

BNYM 　SA ／ NV 　FOR 　BNYM 　
FOR 　BNYM 　GCM 　CLIENT 　
ACCTS　M　ILM　FE
（常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行）

2 　KING 　EDWARD 　STREET ， 　LONDON 　
EC1A　1HQ　UNITED　KINGDOM
（東京都千代田区丸の内１－４－５）

97 0.68

計 ― 5,393 37.85
 

(注) １．株式会社SunFlower、株式会社Logotype、株式会社I.M.Cは当社代表取締役社長市瀬一浩の資産管理会社であ

ります。

２．所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てしています。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＢ＆Ｃｏｍｐａｎｙ(E37038)

半期報告書

 7/27



 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,001,000

 

―

完全議決権株式であり、権利内容に何
ら限定のない当社における標準となる
株式であります。なお、単元株式数は
100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

142,180 同上
14,218,000

単元未満株式
普通株式

― ―
28,114

発行済株式総数 15,247,114 ― ―

総株主の議決権 ― 142,180 ―
 

（注）１．完全議決権株式（自己株式等）は全て当社保有の自己株式であります。

２．単元未満株式の欄には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

② 【自己株式等】

2026年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)　　
株式会社AB&Company

東京都新宿区新宿二丁目
16番６号

1,001,000 ― 1,001,000 6.57

計 ― 1,001,000 ― 1,001,000 6.57
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 
１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作

成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年11月１日から2026年４月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2025年10月31日)

 
当中間連結会計期間
(2026年４月30日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  2,263  2,467

営業債権及びその他の債権  1,280  1,360

棚卸資産  344  385

その他の流動資産  482  503

流動資産合計  4,370  4,715

非流動資産     

有形固定資産  1,607  1,678

使用権資産  5,392  6,967

のれん  9,713  9,733

無形資産  4,374  4,351

その他の金融資産 10 736  741

繰延税金資産  823  823

その他の非流動資産  58  49

非流動資産合計  22,706  24,345

資産合計  27,077  29,061
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2025年10月31日)

 
当中間連結会計期間
(2026年４月30日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  1,169  1,223

契約負債  54  51

借入金 10 2,138  2,452

リース負債  1,837  1,861

未払法人所得税等  313  345

その他の流動負債  774  631

流動負債合計  6,288  6,565

非流動負債     

借入金 10 5,839  6,124

リース負債  3,662  5,195

引当金  1,026  1,036

繰延税金負債  1,263  1,264

非流動負債合計  11,791  13,620

負債合計  18,080  20,185

資本     

資本金  211  211

資本剰余金  5,018  5,018

利益剰余金  4,749  4,623

自己株式  △995  △995

その他の資本の構成要素  14  17

親会社の所有者に帰属する持分合計  8,997  8,875

資本合計  8,997  8,875

負債及び資本合計  27,077  29,061
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
至　2025年４月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
至　2026年４月30日)

売上収益 ５，８ 9,230  10,780

売上原価  △4,846  △5,624

売上総利益  4,384  5,155

販売費及び一般管理費  △3,618  △4,000

その他収益  66  105

その他費用  △18  △19

営業利益 ５ 813  1,240

金融収益  1  6

金融費用  △92  △138

税引前中間利益  722  1,108

法人所得税費用  △245  △379

中間利益  476  729

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  476  729

中間利益  476  729

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） ９ 33.68  51.20

希薄化後１株当たり中間利益（円） ９ 33.56  51.20
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
至　2025年４月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
至　2026年４月30日)

中間利益  476  729

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある
項目

    

在外営業活動体の換算差額  △3  3

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 △3  3

税引後その他の包括利益  △3  3

中間包括利益  473  732

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  473  732

中間包括利益  473  732
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間 (自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

 

注記

      (単位：百万円)

 親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式

その他の資本の
構成要素 親会社の

所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

 
新株
予約権

その他の
包括利益
累計額

2024年11月１日残高  195 5,002 4,252 △995 8 8 8,472 8,472

中間利益  － － 476 － － － 476 476

その他の包括利益  － － － － － △3 △3 △3

中間包括利益合計  － － 476 － － △3 473 473

新株の発行  － △0 － － － － △0 △0

新株予約権の行使  15 15 － － △0 － 30 30

剰余金の配当 ７ － － △397 － － － △397 △397

所有者との取引額合計  15 15 △397 － △0 － △366 △366

2025年４月30日残高  211 5,017 4,332 △995 7 5 8,578 8,578
 

 

当中間連結会計期間 (自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

 

注記

      (単位：百万円)

 親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式

その他の資本の
構成要素 親会社の

所有者に
帰属する
持分合計

資本合計

 
新株
予約権

その他の
包括利益
累計額

2025年11月１日残高  211 5,018 4,749 △995 7 6 8,997 8,997

中間利益  － － 729 － － － 729 729

その他の包括利益  － － － － － 3 3 3

中間包括利益合計  － － 729 － － 3 732 732

新株の発行  － － － － － － － －

新株予約権の行使  － － － － － － － －

剰余金の配当 ７ － － △854 － － － △854 △854

所有者との取引額合計  － － △854 － － － △854 △854

2026年４月30日残高  211 5,018 4,623 △995 7 10 8,875 8,875
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
至　2025年４月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
至　2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  722  1,108

減価償却費及び償却費  1,149  1,141

金融収益及び金融費用  91  131

固定資産除売却損益（△は益）  △22  △35

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 △89  △74

棚卸資産の増減額（△は増加）  △18  △41

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 △119  53

契約負債の増減額（△は減少）  △55  △3

その他  △284  △191

小計  1,373  2,088

利息の受取額  1  2

利息の支払額  △75  △122

法人所得税の支払額又は還付額
（△は支払）

 △259  △334

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,040  1,634

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △166  △241

有形固定資産の売却による収入  40  60

無形資産の取得による支出  △2  △1

差入保証金の差入による支出  △39  △16

差入保証金の回収による収入  10  8

その他  △11  △6

投資活動によるキャッシュ・フロー  △169  △197

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  200  －

長期借入れによる収入  1,500  1,687

長期借入金の返済による支出  △880  △1,087

リース負債の返済による支出  △863  △967

配当金の支払額  △397  △854

株式の発行による収入  30  －

その他  △15  △12

財務活動によるキャッシュ・フロー  △425  △1,233

現金及び現金同等物に係る換算差額  △3  0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  441  203

現金及び現金同等物の期首残高  2,241  2,263

現金及び現金同等物の中間期末残高  2,683  2,467
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社AB&Company(以下、「当社」)は、日本に所在する企業であります。当社の登記している本社の住所は、東

京都新宿区であります。

当社の要約中間連結財務諸表は2026年４月30日を期末日とし、当社及びその子会社(以下、「当社グループ」)によ

り構成されております。

当社グループの事業内容及び主要な活動は、「直営美容室運営事業」「フランチャイズ事業」「インテリアデザイ

ン事業」であり、詳細については注記「５．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大

蔵省令第28号。)第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第312条の

規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年

度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

本要約中間連結財務諸表は、2026年６月12日に取締役会において承認されております。

 
(2) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎

として作成しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を切

り捨てて記載しております。

 
３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響

を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見積りとは異

なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを変更

した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

以下に記載される場合を除き、本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会

計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 
（有形固定資産の耐用年数及び使用権資産のリース期間の変更）

当社グループは、店舗設備等の使用実態及び今後の使用見込みを踏まえ、当連結会計年度の期首より一部の有形固

定資産の耐用年数及び一部の使用権資産のリース期間を見直し、将来にわたり変更しております。

これにより、使用権資産が1,773百万円、リース負債が1,784百万円増加しております。

また、当中間連結会計期間において、減価償却費が144百万円減少したことにより営業利益は同額増加し、リース負

債の増加等に伴う支払利息18百万円増加したため、税引前中間利益は126百万円増加しております。
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５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営

者が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは持株会社体制をとっており、当社は持株会社としてグループ経営戦略の策定及びグループ会社の

経営指導等を行い、各子会社において事業活動を展開しております。当社グループは、事業の種類別に「直営美容

室運営事業」、「フランチャイズ事業」及び「インテリアデザイン事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。

直営美容室運営事業は、当社グループにおける直営店舗の運営による美容サービスの提供を行っております。

フランチャイズ事業は、当社グループのフランチャイズ加盟店に対して、経営指導、企業ノウハウ及び教育研修

の提供、プライベートブランド商品の販売、材料仕入、広告代理業務、採用、経理や管理業務の代行等を行ってお

ります。

インテリアデザイン事業は、美容室等の内装デザインや施工業者のアレンジ等のサービス提供を行っておりま

す。

 
(2) 報告セグメントに関する情報

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。なお、セグメント間の売上収益は、市場実勢価格

に基づいております。

 
前中間連結会計期間 (自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

       (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

要約中間
連結財務諸
表計上額 

直営美容室
運営事業

フランチャ
イズ事業

インテリア
デザイン
事業

計

売上収益         

外部収益 7,515 886 828 9,230 － 9,230 － 9,230

セグメント間収益 － 548 206 755 508 1,263 △1,263 －

計 7,515 1,434 1,035 9,985 508 10,494 △1,263 9,230

セグメント損益 △20 549 20 548 258 807 6 813
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、本社管理事業等を含んでおり

ます。

２．調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

 
当中間連結会計期間 (自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

       (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

要約中間
連結財務諸
表計上額 

直営美容室
運営事業

フランチャ
イズ事業

インテリア
デザイン
事業

計

売上収益         

外部収益 9,060 1,004 655 10,720 60 10,780 － 10,780

セグメント間収益 － 577 201 778 552 1,330 △1,330 －

計 9,060 1,581 856 11,498 612 12,111 △1,330 10,780

セグメント損益 271 653 △35 890 361 1,252 △11 1,240
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、本社管理事業等を含んでおり

ます。

２．調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

６．企業結合

前中間連結会計期間（自　2024年11月１日　至　2025年４月30日）
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該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

該当事項はありません。

 
７．配当金

(1) 配当金支払額

配当金の支払額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年12月13日
取締役会

普通株式 397 28.07 2024年10月31日 2025年１月31日
 

 
当中間連結会計期間(自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年12月15日
取締役会

普通株式 854 60.00 2025年10月31日 2026年１月30日
 

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

前中間連結会計期間(自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

該当事項はありません。
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８．売上収益

顧客との契約から認識した売上収益分解は次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間 (自　2024年11月１日　至　2025年４月30日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
 

直営美容室
運営事業

フランチャイ
ズ事業

インテリア
デザイン事業

計

美容サービス 7,515 － － 7,515 － 7,515

ロイヤリティ収入 － 837 － 837 － 837

インテリアデザイン － － 828 828 － 828

その他 － 48 － 48 － 48

合計 7,515 886 828 9,230 － 9,230

収益認識の時期       

一時点で移転される財 7,515 81 828 8,425 － 8,425

一定期間にわたり移転
するサービス

－ 804 － 804 － 804

合計 7,515 886 828 9,230 － 9,230
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。

 ２．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

 
当中間連結会計期間 (自　2025年11月１日　至　2026年４月30日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
 

直営美容室
運営事業

フランチャイ
ズ事業

インテリア
デザイン事業

計

美容サービス 9,045 － － 9,045 － 9,045

ロイヤリティ収入 － 930 － 930 － 930

インテリアデザイン － － 655 655 － 655

その他 15 73 － 88 60 149

合計 9,060 1,004 655 10,720 60 10,780

収益認識の時期       

一時点で移転される財 9,060 96 655 9,812 60 9,872

一定期間にわたり移転
するサービス

－ 907 － 907 － 907

合計 9,060 1,004 655 10,720 60 10,780
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。

 ２．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。
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９．１株当たり中間利益

(1) 基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎

 

 
前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
至　2025年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
至　2026年４月30日)

親会社の所有者に帰属する中間利益(百万円) 476 729

期中平均普通株式数(株) 14,164,038 14,246,049

基本的１株当たり中間利益(円) 33.68 51.20
 

 
(2) 希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎

 

 
前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
至　2025年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
至　2026年４月30日)

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(百万円)

476 729

期中平均普通株式数(株) 14,164,038 14,246,049

普通株式増加数   

ストック・オプション(株) 48,851 －

希薄化後の期中平均普通株式数(株) 14,212,889 14,246,049

希薄化後１株当たり中間利益(円) 33.56 51.20
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10．金融商品の公正価値

(1) 公正価値のヒエラルキー

金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しております。

レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接又は間接的に観察可能な価格により測定された公正価値

レベル３：観察可能でないインプットを含む、評価技法を用いて測定された公正価値

金融商品のレベル間の振替は、期末日ごとに判断しております。

 
(2) 償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の公正価値の測定方法、帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。

(差入保証金)

差入保証金については、償還予定時期を見積もり、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値によ

り算定しております。すべての重要なインプットが観察可能であるためレベル２に分類しております。

 
(長期借入金)

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引く方法により算定しており、公正

価値ヒエラルキーはレベル２に分類しております。

 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年10月31日)

当中間連結会計期間
(2026年４月30日)

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融商品     

差入保証金 725 725 728 728

長期借入金(注２) 7,776 7,736 8,377 8,364
 

(注) １．現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務は短期決済され、公正価値が

帳簿価額と近似しているため、上記の表中には含めておりません。

２．１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

 
(3) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産公正価値の測定方法、公正価値は以下のとおりです。

 
 (投資信託)

投資信託については、その公正価値は取引金融機関から提示された価格情報に基づいて測定しており、レベル２

に分類しております。

 
(保険積立金)

保険積立金については、その公正価値は解約払戻金により測定しております。観察不能なインプットを用いてい

るため、レベル３に分類しております。

 
(出資金)

出資金については、非上場投資事業組合への出資であり、組合財産の公正価値を見積もった上、当該公正価値に

対する持分相当額を投資事業組合等への出資金の公正価値として測定しております。観察不能なインプットを用い

ているため、レベル３に分類しております。
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公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

 

前連結会計年度(2025年10月31日)

   (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

投資信託 － 4 － 4

保険積立金 － － 6 6

出資金 － － 0 0
 

 
当中間連結会計期間(2026年４月30日)

   (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

投資信託 － 4 － 4

保険積立金 － － 8 8

出資金 － － 0 0
 

 
レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合の公正価値の増減は重要ではありません。

 
(4) レベル３に分類した金融商品の評価プロセス

当社グループは、公正価値の測定に際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映で

きる評価技法及びインプットを用いております。また、公正価値の測定結果については上位役職者のレビューを受

けております。

 
(5) レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

レベル３の公正価値で評価している金融商品に重要性はないため、レベル３の公正価値に関する調整表の記載は

省略しております。

 
11．偶発債務

当中間連結会計期間末において、重要な事象はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡＢ＆Ｃｏｍｐａｎｙ(E37038)

半期報告書

22/27



 

12．後発事象

 (取得による企業結合)

当社は、2026年５月20日開催の取締役会において、RIN Beauty株式会社の全株式を取得し完全子会社化するこ

とを決議し、2026年５月21日付で株式譲渡契約を締結しました。また、2026年５月29日付で全株式を取得いたし

ました。

 
１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：RIN Beauty株式会社

事業の内容　　　：美容室の運営（直営5店舗）

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループはこれまで1,200店舗（フランチャイズ店舗を含む）を超える美容室の展開を実現してまい

りました。その過程で培った店舗運営ノウハウを元に、今後は外部の美容室との資本提携を増やすことで

企業価値向上を図ってまいります。

(3) 取得日

2026年５月29日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したためであります。

 
２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 350百万円

取得原価  350百万円
 

 
３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等（概算額）　　　 　 27百万円

 
４．発生したのれんの金額及び発生原因

現時点では確定しておりません。

 
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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２ 【その他】

2025年12月15日開催の取締役会において、2025年10月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり第８期(自　2024年11月１日　至　2025年10月31日)期末配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 854百万円

② １株当たりの配当額 60.00円

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 2026年１月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 
2026年６月12日

株式会社AB&Company

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　野　　秀　　俊  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野　　田　　大　　輔  

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

AB&Companyの2025年11月１日から2026年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年

４月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要

約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間連結

財務諸表注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社AB&Company

及び連結子会社の2026年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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